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株主の皆様へ
　拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症
の拡大により、飲食、運輸、観光等の分野で大きな落ち込みが
発生しました。景気の先行きについても感染症の再拡大リスク
への懸念等により不透明な状況が続くと見込まれます。
　当社の属する電炉小棒業界におきましては、上期は主原料の
鉄スクラップ価格が弱含みで推移するなど採算面の改善が見ら
れましたが、下期に入り鉄スクラップ価格の急騰を受け値差が
縮小するなど、厳しい経営環境となりました。
　このような中で、当社は主力製品であるネジ節棒鋼のネジテ
ツコン、並びにその関連商品の拡販に注力するとともに、適正
な製品価格の確保やコストダウンに取り組んでまいりました。
　当連結会計年度における連結売上高は、出荷数量の増加によ
り、623億９千１百万円と前年実績比34億７百万円（5.8％）
の増収となりました。
　利益につきましては、製品価格と主原料の鉄スクラップ価格
との値差は縮小しましたが、出荷数量増やコストダウンなどで
吸収し、連結営業利益は前年実績比20億３千１百万円（37.0
％）増益の75億１千４百万円、連結経常利益は前年実績比14
億８千万円（24.5％）増益の75億２千４百万円、親会社株主に
帰属する当期純利益につきましては前年実績比９億８千７百万
円（24.7％）増益の49億８千万円となりました。
　当期の期末配当金につきましては、連結業績の動向、財務状
況等を勘案し、１株当たり50円とさせていただきました。これ
により、中間配当金20円を含めました当期の年間配当金は、１
株当たり70円となります。
　株主の皆様におかれましても、何卒倍旧のご支援とご鞭撻を
賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長
2021年6月
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  売上高 （単位:百万円）

  経常利益 （単位:百万円）   1株当たり当期純利益 （単位:円）

  総資産／純資産 （単位:百万円） ■総資産　
■純資産

第90期

第90期

第90期第91期 第92期 第93期

53,675

第91期 第92期

36,622

55,454

第91期 第92期
△875

第92期
△107.60

第90期 第91期

64,443

3,265

39,361

58,455

337.59

  親会社株主に帰属する当期純利益 （単位:百万円）   1株当たり純資産 （単位:円）

第90期 第91期 第92期
△1,000

第90期 第91期 第92期

3,930.17

3,143

4,214.05

58,984 62,391
57,495

6,043

第93期

7,524 428.18

第93期

534.05

3,993

第93期

4,980

4,614.94

第93期

5,144.67

43,101

第93期

65,085

48,039

連結財務ハイライト

2

（注）  2017年10月１日をもって、５株を１株とする株式併合を実施したため、第88期の期首
に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定
しております。
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（単位：百万円）
連結貸借対照表

（注）  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書
（自2020年４月１日 至2021年3月31日）

　株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,851 33,764 △ 82 41,373 530 △ 2 1,180 9 △ 50 1,667 60 43,101
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 653 △ 653 — △ 653
親会社株主に帰属する当期純利益 4,980 4,980 — 4,980
自 己 株 式 の 取 得 △ 0 △ 0 — △ 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） — 598 0 — 0 11 611 △ 0 611

当 期 変 動 額 合 計 — — 4,327 △ 0 4,326 598 0 — 0 11 611 △ 0 4,937
当 期 末 残 高 5,839 1,851 38,092 △ 83 45,699 1,129 △ 2 1,180 10 △ 38 2,278 60 48,039

科　目 当 期
（2021年3月31日現在）

負債の部
流 動 負 債 12,808

支払手形及び買掛金 6,307
１年内返済予定の長期借入金 415
そ の 他 6,085

固 定 負 債 4,237
長 期 借 入 金 1,451
そ の 他 2,786

負 債 合 計 17,045
純資産の部

株 主 資 本 45,699
資 本 金 5,839
資 本 剰 余 金 1,851
利 益 剰 余 金 38,092
自 己 株 式 △� 83

その他の包括利益累計額 2,278
その他有価証券
評 価 差 額 金 1,129
繰延ヘッジ損益 △� 2
土地再評価差額金 1,180
為替換算調整勘定 10
退職給付に係る
調 整 累 計 額 △� 38

非支配株主持分 60
純 資 産 合 計 48,039
負債及び純資産合計 65,085

科　目 当 期
（2021年3月31日現在）

資産の部
流 動 資 産 29,074

現 金 及 び 預 金 11,371
受取手形及び売掛金 6,450
商 品 及 び 製 品 7,965
原材料及び貯蔵品 2,789
そ の 他 497
貸 倒 引 当 金 △� 0

固 定 資 産 36,011
有 形 固 定 資 産 27,739
建物及び構築物 4,799
機械装置及び運搬具 10,749
土 地 10,433
そ の 他 1,757

無 形 固 定 資 産 126
投資その他の資産 8,144
投 資 有 価 証 券 6,906
そ の 他 1,260
貸 倒 引 当 金 △� 22

資 産 合 計 65,085
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連結損益計算書
（単位：百万円）

科　目 当 期
（自 2 0 2 0 年 4 月 1 日

至 2 0 2 1 年 3 月 3 1 日）
売 上 高 62,391

売 上 原 価 47,214

売 上 総 利 益 15,176

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,662

営 業 利 益 7,514

営 業 外 収 益 327

営 業 外 費 用 317

経 常 利 益 7,524

特 別 利 益 14

特 別 損 失 306

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,232

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,777

法 人 税 等 調 整 額 474

当 期 純 利 益 4,980

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △ 0

親会社株主に帰属する当期純利益 4,980

（注）  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）
　株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額

非支配株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,851 33,764 △ 82 41,373 530 △ 2 1,180 9 △ 50 1,667 60 43,101
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 653 △ 653 — △ 653
親会社株主に帰属する当期純利益 4,980 4,980 — 4,980
自 己 株 式 の 取 得 △ 0 △ 0 — △ 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） — 598 0 — 0 11 611 △ 0 611

当 期 変 動 額 合 計 — — 4,327 △ 0 4,326 598 0 — 0 11 611 △ 0 4,937
当 期 末 残 高 5,839 1,851 38,092 △ 83 45,699 1,129 △ 2 1,180 10 △ 38 2,278 60 48,039
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1.  柱RC梁Sハイブリッド構法「DRUM-RCS構法」が第１号
物件で施工されました。

　柱RC梁Sハイブリッド構法は、圧縮力に強い鉄筋コンクリート
（RC）部材を「柱」に、曲げやせん断に優れ、かつ軽量である鉄骨（S）
部材を「梁」に用いることで、従来の鉄骨造に比べて、コスト削減、
優れた耐震性、大スパン・大空間を可能とする技術であり、近年、物
流倉庫等でよく採用されています。
　当社が開発しました「DRUM-RCS構法」は、建築技術性能証明を
取得済みで、建築設計会社及び建築施工会社が自由に採用できるオー
プンな技術として、2019年７月から販売を開始しました。昨年、第
１号物件において、「DRUM-RCS構法」で設計された仕口のプレキャ
スト部材を販売し、建築施工会社での施工が完了しました。
　また、お客様からの要望が多かった施工方法に対応するため、適用
範囲を拡大させる開発も新たに行いましたので、更なる需要拡大が見
込めます。
　今後も多くの物件で「DRUM-RCS構法」をご採用頂けるよう、営
業展開してまいります。

2.  鉄筋工事の生産性向上に寄与する鉄筋組立装置を開発しま
した。

　現在、建設業界では、技能労働者の高齢化など、人手不足が深刻な
問題になっています。このため、省力化のニーズが高まっており、鉄
筋プレハブ工法など施工の合理化が推進されています。
　そこで、鉄筋プレハブ工法の差別化として組立段階から高い生産性
を提供できる鉄筋組立装置の開発に着手し、本年４月に宮城県の鉄筋
加工業者に導入しました。
　この取り組みは本装置を用い
ることで生産性の向上が図れる
鉄筋加工業者と協力し合い、こ
れまで採用経験の少ない中小ゼ
ネコンや地方案件に鉄筋プレハ
ブ工法を提案し、従来とは違う
新たな切り口でネジテツコン及
び、機械式継手の拡販を目的に
しています。
　今後も鉄筋加工業者に対して、
鉄筋組立装置のデモンストレーシ
ョンや提案活動を通して鉄筋工事
の省力化を推進し、更なる当社製
品の拡販に努めてまいります。

Topics

（施工状況）（仕口プレキャスト部材）

（装置を用いた組立の様子）
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株式の状況（2021年３月31日現在）

発行可能株式総数 28,000,000 株
発行済株式総数 9,332,260 株

（自己株式33,045株を除く）
株主数 12,558 名
大株主（上位10名）

株 主 名 当 社 へ の 出 資 状 況
持 株 数 持 株 比 率

株 ％
BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 

（PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO） 746,980 8.00
合 同 製 鐵 株 式 会 社 460,000 4.93
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 452,400 4.85
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 451,200 4.83
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 309,300 3.31
ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 239,456 2.57
朝 日 工 業 株 式 会 社 186,000 1.99
東 京 鐵 鋼 従 業 員 持 株 会 144,825 1.55
BBH FOR FIDELITY GROUP TRUSTBENEFIT  

（PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO） 127,181 1.36
株式会社日本カストディ銀行（信託口5） 115,900 1.24

会社の概要（2021年７月１日現在）

本 店 所 在 地 栃木県小山市横倉新田520番地
会 社 設 立 1939年６月23日
資 本 金 58億３千９百万円
従 業 員 数 830名（連結　2021年３月31日現在）

連結子会社
東京鐵鋼土木株式会社
トーテツ興運株式会社
トーテツ産業株式会社
ト ー テ ツ メ ン テ ナ ン ス 株 式 会 社
株式会社関東メタル
トーテツ資源株式会社
ティーティーケイ　コリア　株式会社（韓国）
共販会社
東北デーバー・スチール株式会社
東 京 デ ー バ ー 販 売 株 式 会 社

事業所
東 京 本 社 東京都千代田区
大 阪 支 店 大 阪 府 大 阪 市
札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市
東 北 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市
名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市
福 岡 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市
本 社 工 場 栃 木 県 小 山 市
八 戸 工 場 青 森 県 八 戸 市
総合加工センター 栃 木 県 小 山 市

社外取締役・監査等委員 片 岡 　 宏 介
常務執行役員 飯 塚 　 一 夫
上席執行役員 佐 々 木 文 雄
上席執行役員 金 賀 　 恵 之
上席執行役員 瀧 　 　 晴 夫
執 行 役 員 鶴 見 　 敏 明
執 行 役 員 矢 島 　 茂 男
執 行 役 員 吉 原 　 栄 孝

役 員
代表取締役社長 吉 原 　 每 文
専 務 取 締 役 柴 田 　 隆 夫
常 務 取 締 役 田 中 　 能 成
取締役・上席執行役員 武 笠 　 達 也
取締役・上席執行役員 柿 沼 　 忠 司
取締役・常勤監査等委員 中 嶌 　 知 義
社外取締役・監査等委員 澤 田 　 和 也
社外取締役・監査等委員 園 部 　 洋 士
社外取締役・監査等委員 藤 原 　 　 哲
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東京本社 〒102-0071 
東京都千代田区富士見二丁目７番2号 ステージビルディング12階
電話　（03）5276-9700（代表）
URL　http://www.tokyotekko.co.jp

株主メモ

○株式に関する住所変更のお届出およびご照会について
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお
届出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたしま
す。証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記電話照
会先にご連絡ください。
○特別口座について
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を
利用されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記
の三井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設しております。特別口座についてのご照会および住所変更
等のお届出は、上記電話照会先にお願いいたします。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期末配当　　　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公
告して定めた日

株 主 名 簿 管 理 人 
および特別口座の 
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人 
事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵 便 物 送 付 先）〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電 話 照 会 先）ふ0120-782-031
 イ ン タ ー ネ ット （ホームページURL）https://www.smtb.jp/personal/agency/

index.html
公 告 の 方 法 電子公告（当社ホームページ）

ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り電子公告をすることができない場合には
日本経済新聞に掲載します。

上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第一部
証 券 コ ー ド 5445
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